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▼研究の概要（背景・目標）
人口減少と高齢化が進む奥州市衣川北股地区で

は、H30からR1まで、外部のボランティアを地

域課題解決活動につなぐマッチングシステムの構
築に取り組んできた。本研究ではシステムの持続
可能性を高めるため、中山間地域等直接支払制度
における集落機能強化加算（以下、本加算金）を
活用し、その効果と課題について検証した。

▼研究の成果（結論・考察）
研究期間の2か年はコロナ禍ということもあり

過去の活動期間との直接の比較が困難であるが、
コロナ禍以前に策定した本加算金にかかる事業計
画における目標数値との比較でみてみると、全て
の項目で計画を上回る実績が得られた（表２）。

目標数値がコロナ禍前の実績を根拠に設定され
ていることを考慮すれば、本加算金の活用が本
マッチングシステムの運用において一定の機能を
果たしたものと考えられる。また、交付金による
活動が本格化した令和３年度とそれ以前の参加者
数及び件数を比較すると、学生ボランティアの参
加者数はそれほど変わらないものの、地域内
（147％）及び地区外一般（223％）の参加者数

が明らかに増加している。また活動件数を見ても
2020年度から2021年度では227％の増となって
いる（表4）。こうしたことからも、本マッチン

グシステムへの加算金活用には一定の効果が認め
られるものと考える。

▼研究の内容（方法・経過）
本研究では、本加算金を財源として活用した

R2年度からR3年度までの2か年の活動を対象と

して、外部ボランティアによるワークキャンプ
の参与観察及びヒアリングを通じてデータを収
集し、その分析を通じて本加算導入の効果と課
題について検討した。

▼おわりに（まとめ・今後の展開）
本研究を通じて、本加算は中山間地域における地域福祉活動の安定的財源とした活用できる可能性があることが確
認されたが、今後より使いやすい仕組みにしていくとともに、受け皿となる集落間連携の強化を進めていく必要性等
の課題も明らかになった。特に、本加算導入の効果について、①他の財源との比較による検証、②地域住民や一般参
加者（学生ボランティア以外）からの評価に関するデータ分析等を行うこともできなかった点は、本研究にとって大
きな課題である。今後も本マッチングシステムについて継続的に観察、データ収集を行い、本加算の導入効果につい
てより詳細な分析を進めると同時に他の財源との比較等も含め継続的な検証が求められる。
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表1：本加算に係る支出状況（2か年）と各費目の内容

表3：集落機能強化加算措置に係る事業計画と実績値

表4：ボランティア参加者集計表（有償・無償）

表2：加算金の支出額の概要（2か年）


